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Ⅰ　はじめに

本稿の目的は，1941年 10月に設立された酒
類配給統制機関がどのような経緯で設立され，
いかなる組織や管理態勢のもとに経営されたの
かを明らかにすることである。酒類配給統制機
関は，大日本酒類販売株式会社（以下，中央会
社）と道府県酒類販売株式会社（以下，地方会
社）からなる。中央会社は，生産事業者より酒
類を一手に買入れ，地方会社に販売する卸売機
能を担い，地方会社は，中央会社から買入れた
酒類を道府県内の小売業者と業務用酒供給団体
に販売する機能を担う。
一般に，戦時期の配給統制機関は，価格上昇
の抑制が必要とされるなかで，市場の原理に任
せれば偏在や退蔵等の支障をきたす物資の流通
を，戦争の継続に資するよう調整する役割を期
待された。そのなかで，本稿が考察対象とする
酒類配給統制機関は，酒類の需給調整と適正な
配給に加えて，酒税の確保という目的のもとに
大蔵省がその設立と経営を主導した点に特徴が
あった 1）。すなわち，大蔵省は当該組織を活用
することによって，需要量に対して供給量が不

足する酒類をどのように配給するかという課題
と，生産量が減少していくなかで税収をいかに
確保するかという 2つの課題に対処しようとし
た 2）。対処にあたり大蔵省は酒類を用途別に区
分したうえで，自らが策定した計画に従った配
給を酒類配給統制機関に実施させた。
酒類配給統制機関は，目的と機能において他
の配給統制機関とは異なる面を有する特異な組
織といえる。
結果からみれば，国税に占める酒税の割合
は，戦時期の国税総額が増加する状況において
も 6～8％台を維持し，1945年度にはその割合
を 10％台に回復させた。新たな財源を見出す
ことが困難な状況において，国税における酒税
の存在は大きなものであった。こうした税収上
の成果は，大蔵省が展開した酒類配給統制によ
るところが大きいと考えられる。
戦時期の配給や統制機関に関する先行研究の
なかで，酒類を対象とした研究は少ない（青木
［2000］，後藤，［2004］，［2005］，［2006］，二宮
［2016］）。特に酒類の配給統制機関に関する研
究は，板垣（［2009］）に限定される。板垣
（［2009］）は，酒類配給統制機関の設立によっ
て，転廃業や縮小を余儀なくされた酒類流通業
者に対する営業補償の問題に注目し，酒類配給
統制機関による営業補償支払いの詳細を明らか
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1） 「酒類配給機構整備案要項」（大蔵省主税局長松隈
秀雄，農林省食品局長辻勤吾「酒類配給機構整備
ニ関スル件」（1941年 8月 16日））は，酒類配給機
構整備の趣旨を「（前略）酒類の需給関係を調整し
其の配給の適正を期する為系統的組織の下に計画
性に富める合理的配給の方法を講じ併せて国家財
政上の必要を充足するに支障なからしむるを以て
目的とす」としている。

2） 税収増に取り組まなければならない財政状況およ
びそのために大蔵省がとった生産統制，価格統制，
配給統制の諸施策の内容をふまえれば，大蔵省が
酒税の確保により重きを置いていたことは疑いが
ない。
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にした。しかし，先述したような酒類の特徴的
な位置づけへの認識が薄く，担税物資ゆえに求
められた酒類配給統制機関の役割は検討されて
いない。それに対して本稿では，①酒類配給統
制機関を酒税の確保に資するような組織とする
よう大蔵省が主導したこと，②生産事業者であ
る酒造組合中央会 3）と小売業者が酒類配給統
制機関の設立に貢献したこと，③実際に生産事
業者と小売業者が酒類配給統制機関のなかで目
的にかなう役割を果たしたこと，④目的達成の
ために大蔵省が生産統制，価格統制を一元的に
展開するなかで，酒類配給統制機関の再編を指
導したこと，などの点を明らかにし，酒類配給
統制機関の目的と機能を明確にする。
なお，酒類は，酒税法（1940年 3月 29日）

により「酒類トハアルコール分一度以上ノ飲
料」と定められ（第 2条），「酒類ヲ分チテ清
酒，合成清酒，濁酒，白酒，味醂，焼酎，麦
酒，果実酒及雑酒トス」（第 3条）と規定され
た。清酒と焼酎の生産数量は，1939酒造年度
以降に低下したが，1945酒造年度においても，
清酒と焼酎の全酒類の生産量に占める割合は，
6割弱（58％）を維持した。さらに，清酒は，
課税移出数量においては 1958年度まで，課税
額においては 1959年度まで首位の座を継続し
た。そのため，本稿では，酒税法に規定された
酒類のうち，主に清酒の生産事業者とその販売
事業者を対象に考察する 4）。
以下，卸売業者と小売業者を総称する場合に
販売事業者と表記し，生産事業者と販売事業者
を総称する場合には酒類事業者と表記する。

本論の構成は次の通りである。第Ⅱ章では，
国税収入における酒税の位置づけを確認したう
えで，酒類に対する統制の全体像を概観する。
第Ⅲ章では，大蔵省の主導によって酒類配給統
制機関が酒税の確保に資する組織になっていく
過程と，その過程で示された酒類事業者の反応
を明らかにする。第Ⅳ章では，酒類配給統制機
関の出資者と役員の構成を確認し，生産事業者
を中心とする役員体制の意味を検討する。第Ⅴ
章では，酒類配給統制機関の機能と，配給統制
の展開に伴う問題への対応を確認したうえで，
小売業者がその機能を支えた背景を検討する。
第Ⅵ章では，経営体制の変更に注目し，その意
義を検討する。「おわりに」では，全体を総括
する。

Ⅱ　酒類配給統制の成果と枠組み

1．戦時期の酒税
まずは，酒税の確保がどこまで成果を上げた
のかを，確認しておきたい。

1896年の酒造税法制定以降，酒税は，租税
収入において地租と首位を争う重要な税目で
あった。
第一次世界大戦以降，立憲政友会と憲政会

（1927年以降，立憲民政党）の財政政策の対立
をつうじて，租税制度は，酒・煙草の消費税を
重要な地位に残しつつも，所得税を中心とする
近代的なものとなったとされる（大蔵省昭和財
政史編集室編［1957］，p.2）。

1931年に発生した満州事変への財政的な対
応には公債が用いられ，なるべく増税をさける
方針が採られたため，酒税の増徴は行われな
かった。
しかし，満州事変以降の軍事費に対応して増
加した公債によりもたらされた潜在的インフ
レーションの問題から 1936年に公債発行が見
直されると，増税は不可避のものとなった。そ
れが二・二六事件を契機として 1937年度の膨
大な予算と大増税案となるに及んで，酒税は増

3） 酒造組合中央会は，改正酒造組合法（1929年 4月）
に基づき，1929年 5月に道府県を一区域とする道
府県酒造組合連合会と道府県酒造組合により設立
された。

4） ビールに対する配給統制は，1943年 3月から開始
された。配給統制の開始が清酒に比べて 1年半も
遅かった理由は，ビールの生産事業者数（法人 4
者）と製造場数（15場）が限定されていたこと，
生産事業者が形成した特約店による流通経路が整
理されていたことの 2つにある。

経 済 学 研 究 � 75－1・240



徴された（同上，pp.3-4）。
日中戦争が開始された 1937年度以降，酒税
は増徴を繰り返したにもかかわらず，租税に占
める酒税の割合は，急速に低下した。増大する
軍事費を捻出するために，所得税が大幅に増加
したためである（安藤編［1975］，三和［2012］）。
ただし，酒税は，戦時期に税収に占める割合を
もっとも低下させた 1942年度においてさえ，
6.5％を維持した。それは，酒税が比較的容易
に課税できる，直接税に比べて税痛が小さい，
消費にあてられる所得への課税であるために資
本の蓄積を妨げる程度が少ない，酒類が消費財
として広く商品化されており，課税の結果その
消費を止めたり代替品で間に合わせたりするこ
とが容易ではない等の性格を有するからである
（池上和夫［1989］，p.87）。直接税だけでは到
底賄うことができない戦時期の財政において，
多くの税収を上げることが期待できる酒税は，
重要な地位を保った。
戦時期の酒税徴収に関しては，①販売免許

（1938年），②庫出税方式（1940年），③級別差
等課税（1943年）の導入がそれぞれ重要な意
味をもった。具体的には，①酒造税法改正（法
律第 48号），酒精及酒精含有飲料税法改正（法
律第 49号），麦酒税法改正（法律第 50号）に
より，1938年から酒類の販売者は，政府の免
許を必要とすることとなった。②庫出税方式と
は，製造の時点ではなく，製造場より移出する
時点での石数に課税する方式のことで，清酒，
焼酎等は，1940年から酒造税と庫出税の併用
により課税された。③級別差等課税は，高価格
品の購入者に高額の税金の支払いを求める課税
方式で，それまでの従量課税制度がもつ奢侈課
税の欠陥，すなわち価格にかかわらず同率課税
になるという欠陥を克服しようとするもので
あった。こうした酒税制度の改正により，徴税
の確実性の向上，徴収時期の早期化，課税対象
の細分化による税率の引上げが実現され，税収
額を増加させた。増徴は 1938年から 1945年の
間に物品税を含めて 7回実施された。増徴分は

初回（1938年 4月）を除き，すべて公定価格
に転嫁されたうえ，需給がひっ迫するなかで酒
類は全量が販売可能であったため，生産事業者
が増徴自体を販売面から問題視する状況にはな
らなかった 5）。
戦時期の酒税において見落としてならない重
要な点は，酒類の量が大きく減少していること
である。図 1が示すように，1943年度以降は，
酒類の庫出数量（出荷数量）の減少が続くなか
でも，酒税額は大きく増加した。酒税の確保と
いう課題は，税収額の面でみれば一定の成果を
上げたといえよう。酒税の確保がこうした成果
を上げた最大の理由は，生産統制，価格統制，
配給統制を大蔵省が一元的に実施したことにあ
る。

2．酒類統制の全体像
税収上の重要性をもつ酒類は，平時において
もさまざまな規制のもとにあった。そこで，本
稿が対象とする戦時期の酒類配給統制機関の位
置づけを明確にするために，酒類に対する統

図 1　全酒類出庫数量と酒税額の推移（1935―1945 年度）

出典： 大蔵省主税局編［1947］，［1949］，［2000］，国税庁編［1949］，税務大学
校研究部編［1996］，pp.257-261に基づき，筆者作成。酒税額は右軸。

注） 1938～1940年度の酒類に対する税額には酒類に対する物品税（各会計
年度の 5月末現計の調定済額）を含む。

　　 清酒，濁酒，白酒，焼酎の数値は，各年度の前年の酒造年度（10月-9
月）の数値。麦酒および酒精・酒精含有飲料の 1938酒造年度以前の数
量は，当該年度の暦年（1月-12月）の数値。1939酒造年度以降は，酒
造年度の数値。酒精・酒精含有飲料の 1939酒造年度以降の数量は，果
実酒および雑酒の合計値。

5） 生産事業者にとっては，生産（販売）割当数量が
減少するなかで公定価格において設定される生産
者販売価格が販売数量の減少をどの程度補うもの
となるかが，事業の継続を検討するうえで重要で
あったと考えられる。
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制・法令等の推移を概観しておくことにしたい
（図 2）。
図 2に示す通り，酒類事業者による価格維持
のための生産，価格の統制は，戦前から自主統
制の形で行われていた。戦時期になると，大蔵
省による統制が始まり，需給調整・適正な配給
と酒税の確保を目的とする，生産，価格，配給
にわたる総合的な国家統制へと進んだ。
概括的には，酒類に対する統制は，1940年 9

月までの自主統制期と 1941年 10月以降の国家
統制期に大別できる。1940年 10月から 1941

年 9月まではその移行期と整理できる 6）。
価格統制から確認すると，清酒は 1939年 3

月 7日に物品販売価格取締規則の対象品目に指
定され，3月 4日時点の価格に釘付けられた。
1940年 4月 10日からは，品質等級 7）と生産者
販売，卸売，小売別に設定された販売価格が定
められた。販売価格は増徴時のみならず，生産
事業者の販売価格や販売事業者のマージンの見
直しを含めて 1945年 4月までに 6回改訂され
た。これにより，戦後も続く公定価格の枠組み

が形成された。また，主務大臣が指定する清酒
（いわゆる銘柄酒）の販売価格は，別枠で設定
された。森田によれば，実勢物価は 1936年か
ら 1944年の間に卸売価格で 3倍，小売価格で
4倍弱上昇したとされる（森田［1963］，p.93）。
それに比べて，清酒第 2級 1升の公定価格は，
1940年 4月の 2.4銭（小売価格），2.05銭（卸
売価格）から 1944年 4月の 5.3銭（小売価格），
4.57銭（卸売価格）と 2倍強の上昇にとどまっ
ている 8）。
なお，本稿は，「価格等統制令第 7条に依り
主務大臣又は地方長官に於いて指定したる販売
価格所謂公定価格」（「最高販売価格指定の告示
の用語に関する件」1941年 6月 11日）に示さ
れた，政府の指定した販売価格を意味する言葉
として公定価格を用いる。
本稿の対象である配給統制に関しては，中央
会社と地方会社からなる酒類配給統制機関が
1941年 10月に設立され，設立から 1年半後の
1943年 4月には経営体制が見直され，中央会
社への権限の集中が図られた。同時に，酒類事
業者の組合等の組織は，国策遂行への協力を強
制する酒類業団体法の下に統制に組み込まれ
た。それまでの酒造組合法が生産事業者の自主
的な取り組みを国家が支援するものであるのに
対して，酒類業団体法は国家が自らの目的を達
成するために酒類事業者の組織内統制を強化す
るもので，大蔵省主導の統制に向かう転換点と
して重要な位置を占めた。
生産統制については，酒造組合中央会による
組合員への生産数量割当が 1937年 10月より開
始された。それを可能としたのが 1937年 8月
の酒造組合法の改正である。改正により生産事

6） 酒類に対する統制は，中央会による生産統制が実
施された 1940年 9月までを自主統制，酒類配給統
制機関が設立された 1941年 10月以降を国家統制
と整理した。酒類に対する統制時期区分は，これ
まで整理されている一般的な時期区分とは異なる
と考えられる。

 なお，この整理は日中戦争の開始から第二次世界
大戦勃発までを「自治的統制体制」，第二次世界大
戦勃発から経済新体制確立要綱（1940年 12月）ま
でを「自治的統制の限界」，1941年初頭から軍需会
社法（1943年 11月）までを「統制会体制の成立と
限界」と統制区分を整理する長島の整理（下谷・
長島［1992］，pp.7-13）にやや近い。

7） 等級別に定められたアルコール度数と原エキス分
に基づく品質基準は，1945年 8月までに 4回変更
（1940 年 11 月，1943 年 4 月，1944 年 4 月，1945 年
4月）された（後述，図 6参照）。なお，原エキス分
とは，「アルコール分ニ 1.5894ヲ乗ジタルモノニエ
キス分ヲ加へタルモノヲ謂フ此ノ場合ニ於ケルエ
キス分トハ摂氏十五度ノ時ニ於テ原容量百立方セ
ンチメートル中ニ含有スル不揮発性成分ノグラム
数ヲ謂フ」（商工省大蔵省告示第 1号（1940年 4月
1日，1940年 4月 10日施行））と規定されている。

8） 清酒の闇取引は，限られた量と範囲に留まってい
たと考えられる。なぜなら，生産事業者から販売
事業者に至る取引は，税務署や地方会社，組合等
により厳格に管理されており，「横流し」，「品質低
下による余剰生産」，「量目のごまかし」は容易で
はなかったからである。また，発覚した場合の制
裁も配給停止や免許取消等の厳しいものだった。
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業者の自主的な生産および販売に関する統制活
動は，はじめて法的な根拠を与えられた。
しかし，食糧確保の観点から原料米供給に制
限が加わると，1940年 10月以降は，政府によ
る原料米割当が実質的に生産統制を差配した。
すなわち，政府が決定する玄米使用量を酒造組
合中央会が道府県酒造組合連合会に割り当て，
道府県酒造組合連合会は，割当てられた原料玄
米を米穀の販売組合から一括購入する。購入し
た原料玄米は，道府県酒造組合連合会傘下の酒
造組合をつうじて組合員に配給するという原料
の配給数量をベースとする生産統制が開始され
た。限られた原料米からより多くの清酒を産出
する方策を模索するなかで，原料や添加物をど
こまでの範囲で認めるか，製造方法の規定をど
の程度まで緩和するか等について大蔵省と酒造
組合中央会の間で検討が進められた。
原料米の割当数量が減少するなかで，1943

年 10月から企業整備が開始された。企業整備
は，都道府県毎に操業，保有，転用，廃止の製
造場の割合を大蔵省が酒造組合中央会に指示
し，それに基づき都道府県酒造組合連合会およ
び酒造組合が対象と方法を選定することにより
進められた。都道府県内の操業製造場の選定に
あたっては，「小地区毎の配置を合理的ならし
むるよう考慮しつつ（中略）生産，配給其の他
の条件最も良好なるものより順次之を選定す」
とされた（国税庁［1955］，p.112）。これによ
り，製造場数は 6,919場から操業 3,033場（保
有 546場，転用・廃止 3,340場）に削減（整備
前場数の 43.8％）された（同上，p.149）。
なお，図には示していないが，戦時期には，
一般家庭消費用と業務用に大別したうえで，業
務用の割合を調整することにより，酒類の消費
規制も実施された。
戦後，1947年に酒類業団体法が改正され，
酒造組合中央会が組合員に対する生産統制権限
を失うと，大蔵省は，原料米の割当を直接指揮
する形で生産統制を継続した。また，1948年 2

月に酒類配給統制機関が閉鎖されると，大蔵省

は，酒類配給統制機関の業務を引き継いだ酒類
配給公団をつうじて統制を指揮した。酒類配給
統制機関と酒類配給公団の最大の相違点は，統
制を指揮する組織が形式上，民間から政府に変
更された点にある。しかし，需給調整・適正な
配給と酒税の確保という機能において，両者に
違いはない。
このように，酒類に対する統制は，戦前から
戦後にわたり，その主体と手段を変化させなが
ら継続された。長期にわたって統制が可能で
あった理由は，税収の確保を目的として法令に
裏打ちされた形で，大蔵省が生産，価格，配給
にわたる統制を一元的かつ総合的に，さまざま
な補強や調整を加えながら，進めてきたことに
あったといえる。
酒類事業者の側からみると，戦時統制のイン
パクトは大きく，とりわけ，酒類配給統制の展
開は販売事業者に大きな影響を与えるもので
あった。酒類配給統制機関の設立により，販売
事業者は卸売機能をはく奪され，活動範囲を小
売機能に限定された。取り扱う酒類量の減少
と，それに伴う企業整備の展開と相俟って，事
業者数は大幅に減少した。廃業を免れて小売機
能を担当した販売事業者は，割り当てられた配
給地域において独自の商圏を獲得した一方で，
それまで卸売機能を主体に活動していた販売事
業者の多くは，廃業するか，酒類以外の分野に
経営の軸足を移すかを迫られた。
酒類配給統制機関は酒類配給公団に移行した
翌年に解散したが，販売事業者は，大蔵省が設
けた酒税の確保と酒類事業者の利益の確保を目
的とするあらたな規制のもとに置かれた。それ
は，販売事業者，とりわけ酒類配給統制機関に
おいて一定の役割を果たした小売業者が，公団
解散時に大蔵省による規制を望んだ結果であっ
た 9）。こうした意識を小売業者にもたらした大

9） 酒類事業者は 1949年 2月に提示された酒類配給公
団の廃止に反対した（酒造組合中央会沿革史編集
室［1974］，pp.579-583）。小売業者は公団廃止時に
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きな要因は，酒類配給統制機関を通じて展開さ
れた統制にあると推測される。
以上のように，戦時期の酒類配給統制機関
は，統制全体のなかで重要な位置を占め，酒税
の確保という税収面での一定の成果と不可分な
関係にあったと考えられる。このことを念頭に
置きながら，以下では，その設立過程に遡りつ
つ，酒類配給統制機関の目的と機能を具体的に
検討していくことにしたい。

Ⅲ　酒類配給統制機関の設立過程

一般に，1938年に始まる配給統制は商工省
を中心に進められ，重要物資に対する配給統制
は 1939年にかけて強化されたが（鈴木［1994］，
p.41），酒類に対する配給統制は大蔵省の主導
のもとに展開された。酒類が担税物資として期
待されるなかで，他と同じ枠組みによって配給
統制を受けることになれば，大蔵省にとって足
かせとなることは容易に予想されたからであ
る。まずは，大蔵省の意向から確認していこ
う。

1．�酒類配給統制の方向性をめぐって（1939
年 3月～1941 年 3月）

1.1　大蔵省の意向
1939年 3月に清酒が物品販売価格取締規則
の対象に指定され，同年 11月に清酒の大幅な
減産計画が明らかになると，実態上，高値での
取引が可能な飲食店への商品の偏在や過度な希
釈による品質低下が横行した。大蔵省は，この
事態に対処するために，これまでの実績に基づ
く販売を酒類事業者に指示した 10）。他方，
1940年 8月の「新体制準備会ニ於ケル近衛内

閣総理大臣声明書」を受けて，重要産業を中心
に新体制の検討が進むなか，大蔵省は，酒税政
策の企画，立案，徴税等に裁量権を確保できる
体制の構築を迫られた。大蔵省で酒類配給統制
機関の立案にあたったとされる忠佐市は，1940

年 10月に「酒類業新体制案への示唆」と題す
る論考を発表している（忠［1940］）。以下，忠
の論考から大蔵省の酒類配給統制体制に対する
考えを検討する。
忠の論考は，基礎論，原則論，組織論の 3つ
から構成されている。
忠は基礎論で，第 2次近衛文麿内閣の基本国
策要綱および声明書に基づき，新体制の基本的
な考え方を確認したうえで，原則論において
「経済新体制の指導的理念」と「経済新体制組
織の方向性」の 2つの問題を検討している。前
者については，その基本が公益優先原理の徹底
と高度計画経済の樹立にある点を踏まえて，
「官治統制の強化徹底」と「産業人の自律的統
制の確立」のいずれを選択すべきか，後者で
は，特定産業の指導者を「官吏を以つてこれに
充てるか」と「当該産業に関係ある民間人を以
てこれに充てるか」を検討している。しかし，
いずれの問題についても，選択すべき案を明確
にしていない。
組織論では，まず酒類製造業の機構改変につ
いて検討している。検討の要点は，①「営業の
整理合同」，②「酒類製造業の全体組織」，③
「指導者決定」の 3点である。
①では，「能率を最高度に発揮せんとする方
針を採る上に於ては，所詮不可避の問題であ
る」として，「営業の整理合同」を肯定してい
る。②については，酒類製造業の全体組織は
「国民経済内に於ける唯一の酒類供給機関とし
て，合目目的（ママ）に酒類の供給を一元的に
統制し，各般の情勢に応じて即時に彼比補充融
通調整の途を講じ得るように定められるべきで
ある」と断じている。後に酒類配給統制機関を
通じて実施される一元的な酒類供給とそれに基
づく配給体制は，この整理に通じる。③は，重

小売の販売免許を撤廃する政府の方針に強く反発
した。最終的に大蔵大臣（池田勇人）は小売販売
免許の継続を同年 4月に明言した（北海道酒類商
業協同組合連合会『昭和二十四年度会議関係綴』）。

10） 主税局長通達「清酒ノ配給等ニ関スル件」（蔵税
1429号，1940年 5月 24日）。
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要産業の指導者決定に比べれば，酒類製造業の
それは，「比較的顕著ならざるものと考え得る」
として，重視していない。
続いて，組織論として，酒類販売業の機構再
編が検討されている。酒類販売業の再編は，
「配給機構の整備と相関連する問題であって，
製造業のそれよりも頗る複雑な関係に立つもの
である」としたうえで，①「酒類販売業を酒類
製造業等と共に酒類業の組織に統合するか，そ
れとも配給のみを対象として商業組織専門に構
成するかの問題」，②同業組合，準則組合，任
意組合および商業組合などにわかれている酒類
販売業者の「団体の形式」を，同種団体に改編
する問題，③「配給機構整備の問題」の 3点を
検討している。
このうち注目すべきは，③において，「重畳
錯雑を極める」販売事業の機構を簡単明瞭とす
るための理想案として，共販会社による酒類配
給統制の枠組み（共販会社案）を提示している
点である。酒類配給統制機関の中核に共販会社
を設け，そのもとに地方の組織を配置するとい
う整理と，道府県単位に酒類の生産，消費，移
出入を計画的に行うという整理のアイディア
は，1年後に酒類配給統制機関の組織・業務区
分として実現するからである。
③ではさらに，販売事業者の組合を活用する
団体取引案について，共販会社案との長短を比
較している。団体取引案とは，「例えば道府県
卸売商組合が当該道府県の割当量を一手に仕入
れ，之を地域内の郡市区町村小売商組合に配給
し，郡市区町村小売商組合は更に之を所属組合
員に再配給するといふが如きである」とされる
（忠［1940］，p.13）。そのうえで，共販会社案
と団体取引案とのどちらを選択するかは，「配
給を生産に附帯せしむか，それとも生産と配給
とを並立せしむるかといふやうな根本的な問題
まで遡つて解決さるべきものである」と論じて
いる。
先取りして結果を述べれば，清酒，焼酎，合
成清酒は，他の酒類とは区別して 11），共販会

社である中央会社（大日本酒類販売株式会社）
が取り扱うことになった。つまり，ここでの整
理にしたがえば，配給のあり方は生産に付帯さ
せる，という選択が行われたことになる。
組織論で示された忠の見解と，その後の酒類
配給統制機関のあり方を考え併せれば，1940

年 10月時点における酒類配給統制体制に対す
る大蔵省の考えは，①複雑化した販売事業の機
構を簡単明瞭な組織とする，②酒類配給統制機
関は中央の共販会社とその下部組織である地方
組織で構成し，道府県単位に酒類の生産，消
費，移出入を計画的に差配する，③「配給を生
産に附帯せしむ」観点から，酒類ごとに設立す
る共販会社による配給統制を行う，という点に
あったと推察できる。
1.2　酒造組合中央会の意向
酒造組合中央会は，1941年 3月 10日に「清

酒配給統制案」を組合内に発出した 12）。この
案は，酒造組合中央会を酒類配給統制機関の中
核とするほか，従来の実績をもつ酒造組合員と
卸売業者がその下部組織を担うことを前提とす
るものであった。そのため，業界内部の新体制
を標榜する事業者からは，実績尊重主義に基づ
く新味に欠けた案であるとの批判を受けた。ま
た，小売業者からは，卸売業者が温存されるこ
とに対する不満が強く，生産事業者，販売事業
者の意見は一致しなかった（酒造組合中央会沿
革史編集室［1974］，p.544）。
1.3　販売事業者の動向
東京では卸売業者の商業組合，準則組合の設
立や再編が相次いだ。清酒造石量の半減や公定
価格の導入により，酒類事業者を取り巻く環境
が急速に変化するなかで，卸売業者は，生産事
業者を含めた一致した案を取りまとめることが

11） 麦酒は，中央麦酒販売株式会社（1942年 9月設立），
果実酒は，全国果実酒卸共販組合（1944年設立），
雑酒は，全国雑酒卸共販組合（1944年設立）が取
り扱った。

12） 「酒類の配給統制に就いて」，『通信』第 146号，
1941年 4月 5日，pp.4-8。
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困難だったと思われる。一方，小売業者の組織
である全国酒類商組合連合会は，1941年 1月
の臨時総会で配給機構整備を提起している 13）。
また，東京酒類商同業組合と東京小売商業組合
連合会は，1941年 2月に大蔵省と配給機関を
検討する懇談会に加わっている（増田［1963］，
pp.175-176）。
他方，卸売業者と小売業者からなる大阪酒醤
油同業組合は，早くから配給機構のあり方を検
討していた。1940年前半に作成されたと思わ
れる「配給機構図案」（大阪府小売酒販組合
［1956］，p.282）からは，大阪酒醬油同業組合
が小売業者と卸売業者の関係，競合する産業組
合の配給統制上の位置づけや，小売業者による
業務用酒の取り扱いに関心をもっていたことが
うかがえる。
小売業者は，生産事業者と卸売業者を基軸と
するこれまでの流通態勢に不満を持っていたた
め（醸界新聞社編［1940］，pp.443-462），酒類
配給統制体制の検討に積極的に関与しようとし
ていたと考えられる。

2．�大蔵省の酒類配給統制案への反応（1941
年 3月～1941 年 9月）

1941年 3月，大蔵省は酒類配給統制機構案
を発表した 14）。この案は会社案と称され，そ
の原形は忠の論考に示された共販会社案にあ
る。しかし，会社案は，農林省が同年 5月に提
示した卸売業者を道府県単位で協同組合にまと
める組合案（忠の論考の団体取引案にあたる）
と対立した。会社案と組合案の大きな違いは，
中央組織（会社）が個別の卸売業者を介在させ
ずに配給割当を決定するのか，個別の卸売業者
が組織する組合が配給割当を決定するのか，と
いう点にある。会社案を提示した大蔵省には，
生産事業者および小売業者（ともに大蔵省）と
卸売業者（農林省）の所管が異なる煩雑さを避

けるという観点だけでなく，「卸売業の機構改
革は会社案で押す」（松隈［1982］，p.264）と
いう「機構改革」の意図，すなわち，酒類量の
減少を前提とした，卸売機能の効率化の意図が
存在したと考えられる。そのため，大蔵省は，
会社案による酒類配給統制が実現するように，
周到かつ積極的に調整を進めた（横地［1943］，
大阪府小売酒販組合［1956］，岡村［1963］，中
澤［1981］）15）。
大蔵省による酒類事業者や関連省庁との調整
の結果，1941年 8月に会社案が採用され，酒
類配給機構の整備は大蔵省のイニシアチブのも
とに進められることになった。
2.1　酒造組合中央会の静観
酒類配給統制機構の対象は，清酒，合成清酒
および焼酎であった。清酒と焼酎は酒造組合中
央会，合成清酒は日本合成清酒組合 16），焼酎
のうち新式焼酎 17）は全国新式焼酎連盟会 18）が
各生産事業者を組織していた。そのなかで最大
の組織であった酒造組合中央会は，1941年 3

月に発出した「清酒配給統制案」では組織内部
をまとめることも，販売事業者との調整を図る
ことも困難であったため，「官庁の成案を待つ
外に余儀ない」19）というスタンスをとった。

13） 『北海飲食料新聞』第 375号，1941年 2月 5日。
14） 『北海飲食料新聞』第 379号，1941年 4月 5日。

15） 卸売業者は全体を包摂する組織がなく，廃業者も
多かったことから，文献は一部の卸売業者の見解
であることに留意する必要がある。

16） 日本合成清酒組合は，1940年 4月の酒税法改正に
より合成清酒が制定されたのを機に日本新式清酒
連盟（1932年 3月結成）を日本合成清酒組合と改
称，設立された組織。1940年度の組合員数は，30
業者（全国合成清酒酒造組合編 ｢1966｣，pp.122-
124）。

17） 新式焼酎は，連続式蒸留機で製造したアルコール
に加水した焼酎に対する通称。

18） 全国新式焼酎連盟会は，全国新式味醂焼酎連盟会
の発展的解消により，1931年 8月に設立された組
織。1940年時点の会員数は，21社。（合同酒精社
史編纂委員会［1970］，pp.207-209，p.699）。事業
者は，酒造組合の組合員である。

19） 「第十三回定時総会に於ける挨拶」，『通信』第 148
号，1941年 6月 5日，pp.1-4。
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酒造組合中央会は，配給における自主統制を
維持しつつ，「生産者，問屋，小売の各層を通
じ，犠牲と相克を最小限度に止めたいと念願」
する一方，監督官庁である大蔵省が進める，生
産事業者が酒類配給統制機構の中核となる会社
案に反対することは，できなかった。
2.2　卸売業者の反発と混乱
東京酒問屋統制商業組合 20），東京酒類卸売
商組合 21），東京合成清酒問屋商業組合 22），東
和会 23）は，1941年 6月に大蔵省から酒類配給
統制案（会社案）の説明を受け，意見を求めら
れた。これらの卸売業者は，「一組合中にも甲，
乙，二派に分る，如くなり，収拾不可能の状態
にさえ成り」（横地［1943］，pp.286-287）とい
う状況に陥った。生産統制により取扱量が激減
した清酒を公定価格内での限定的な利幅で販売
する酒類配給統制の枠組みにおいては，卸売機
能に大きな転換が求められた。多くの卸売業者
は，営業権を喪失する会社案に反対であった
が，卸売機能を効率化する酒類配給統制案を示
すことはできなかった。また，取引手法や成り
立ちが異なる卸売業者が混在する東京では，酒
類と醤油のどちらを主に扱うかで重視する監督
官庁が異なり，卸売業者がまとまって反対する
ことも困難であった 24）。
2.3　小売業者の支持
全国酒類小売商業組合連合会臨時総代会

（1941年 6月 13日）と，全国酒類商同業組合

連合会の臨時総会（1941年 6月 18日）を経て，
小売業者は会社案に賛成した（大阪府小売酒販
組合編［1956］，pp.62-65）。1940年 4月の公定
価格の設定は，それまで小売業者に伏せられて
いた卸売業者の販売価格を明らかにしただけで
なく，その一律な適用により，小売業者と卸売
業者との結びつきを希薄化させた。多くの小売
業者にとって会社案は，従来の卸売業者との関
係を払拭したうえで，配給という明確な役割を
小売業者に与えるものとして肯定的に受け入れ
られたと考えられる。ただし，酒類量が大きく
減少するなかで，どの程度の利益が確保される
のか，企業整備が進むなかで事業が継続できる
のかについては不透明であり，小売業者はその
解決を組合による大蔵省との調整に期待する他
はなかった。なお，小売業者の企業整備は，配
給数量から算出される必要数に基づき，1942

年 7月から開始された。
以上，酒類配給統制機関の設立に至る事業者
の対応から，酒造組合中央会と小売業者は，酒
類配給統制機関で求められる役割を肯定的に受
け止めたと推測できる。他方，卸売機能の一元
化は，取扱量が減少する酒類を公定価格で販売
するなかで，流通過程において個別の卸売業者
に配分するマージンを確保できないと大蔵省が
整理した結果であり，卸売業者は，その整理を
受け容れざるを得なかった。忠が「重畳錯雑を
極める現在の販売事業の機構を整備して，簡単
明瞭ならしめ得べきである」と主張した真意
は，卸売業者の整理にある。酒類配給統制機関
の設立にあたって，酒造組合中央会が明確な態
度を示さず，卸売業者の同意を得ることが困難
ななかで，会社案に積極的に賛成した小売業者
の対応は，会社案の実現に寄与したといえよ
う。

Ⅳ　酒類配給統制機関の経営体制

次に，酒類配給統制機関の経営体制を具体的
に見ていこう。

20） 東京酒問屋組合を改編改名し，45名の酒問屋業者
により 1940年 5月に結成。

21） 東京酒類卸売商組合は，酒類卸売業者を普く包括
した組織により配給機能を一元的に指導運営する
目的をもって 1940年 5月 20日結成。

22） 東京合成清酒問屋商業組合は，1941年 4月 9日に
合成清酒を扱う卸売業者（13店）により，設立。
東京府酒類販売株式会社への卸売機能の併合によ
り，解散。

23） 東和会は本嘉納商店，山邑酒造会社等の生産事業
者卸売部門が形成した組織。

24） 『北海飲食料新聞』第 379号，1941年 4月 5日，同
第 386号，1941年 7月 20日。
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酒類配給統制機関は，「酒類配給機構整備要
綱」に則って，1941年 10月 1日に設立された。
しかし，管見の限り，「酒類配給機構整備要綱」
の確定版は確認できない。確認できる資料は，
①酒造組合中央会 ･道府県連合会長会議名が記
された「酒類配給機構整備要綱」（質疑応答摘
録）25），②大蔵省主税局長松隈秀雄，農林省食
品局長辻勤吾「酒類配給機構整備ニ関スル件」
に記載された「酒類配給機構整備案要綱」26），
③昭和財政史資料の「酒類配給機構整備案要
綱」27）の 3つである。
そこで本稿の検討においては，確定版が確認
できない「酒類配給機構整備要綱」に代えて，
作成時期がもっとも新しい上記②を「酒類配給
機構整備案要綱」A（以下，「要綱 A」）として
使用する。また，記載内容が「酒類配給機構整
備案要綱」Aに比して多い③を使用する場合
は，「酒類配給機構整備案要綱」B（以下，「要
綱 B」）と明記して使用する。また，必要によ
り①の質疑応答摘録（以下，「要綱摘録」）を使
用する。

1．�大日本酒類販売株式会社の出資者の構成と
役員体制の分析（1941 年）

1.1　出資者の構成
中央会社の設立は，清酒，合成清酒，新式焼
酎の生産事業者と卸売業者，小売業者を代表す
る 5名 28）により 1941年 8月に審議され，同年

9月に発起人が決定した。中央会社の資本金
（1,000万円）の出資者と出資金額の内訳は，酒
造組合中央会（100万 6,000円）29），酒造組合道
府県連合会（299万 4,000円），日本合成清酒
組合（50万円），新式焼酎連盟会（50万円），
地方会社（500万円）である。資本金の半分
（500万円）は，清酒，合成清酒，新式焼酎の
生産事業者の団体から，残りの半分は，地方会
社から出資されたことがわかる。
表 1は，中央会社の発起人を，生産事業者
と販売事業者に所属組織により区分したうえ
で，発起人が担当した組織ごとに引受株数，金
額，中央会社への出資全体に占める割合と，地
方会社による出資全体に占める割合を示したも
のである。発起人 18名中 11名は，生産事業者
であること，販売事業者である発起人が担当し
た地方会社は，47社中 13社にすぎないことが
わかる。また，生産事業者所属の発起人 11名
の小計欄をみると，中央会社の資本金の 82.5％
は，生産事業者である発起人が引き受けたこと
が確認できる。
1.2　役員体制の分析
表 2 は， 第 1 期（1941 年 10 月～1942 年 9

月）から第 4期（1944年 10月～1945年 9月）
までの中央会社の役員体制と役員の出身母体を
示したものである。設立時の取締役社長には大
蔵省出身者が起用され，代表権をもつ常務取締
役の 3ポストには清酒，合成清酒，新式焼酎の
生産事業者が就いている。監査役を含めた 13

名（相談役を除く）の役員のうち，行政および
学識経験者から 2名，生産事業者から土田国太
郎，江川種太郎，石澤朝祥，中野種一郎，池田
友一，森英二，野口喜一郎の 7名の取締役と，

25） 「要綱摘録」（「酒類配給統制機構に就て」，『通信』
第 150 号 付 録，1941 年 8 月 5 日，pp.1-10） は，
1941年 8月 5日の大蔵大臣官邸での説明に使用さ
れた資料と思われる。

26） 大蔵省主税局長松隈秀雄，農林省食品局長辻勤吾
「酒類配給機構整備ニ関スル件」（1941年 8月 16
日）（高瀬［1941］，pp.80-85）に記載された「酒類
配給機構整備案要綱」。案となっているが，「要綱
摘録」が出された 11日後に発出された通達に記載
されていることから，作成時期はもっとも新しい
と考えられる。

27） 「酒類配給機構整備案要綱」（『昭和財政史資料』第
9号戦時経済 重要物資統制（1））は，1941年 6月
以前に作成されたものである。

28） メンバーは，伊藤保平（酒造組合中央会会長），森
英二（日本合成清酒組合副会長），野口喜一郎（全
国新式焼酎連盟会副会長），喜多楢次郎（全国酒類
商組合連合会会長），平野太郎兵衛（全国酒類問屋
組合連合会会長）の 5名である。

29） 日本酒造組合中央会は，輸移出業者団体の割当分
（4,000株，出資額 200,000円）を引き受けた。

酒類配給統制機関の目的と機能　久保2025. 12 49



引受組織業種 引受株数 金額 出資割合

清酒製造業 16,120 806,000 8.1% ー ー

清酒製造業 59,880 2,994,000 29.9% ー ー

合成清酒製造業 5,000 250,000 2.5% ー ー

卸売業 5,400 270,000 2.7% 270,000 5.4%

新式焼酎製造業 5,000 250,000 2.5% ー ー

卸売業 5,000 250,000 2.5% 250,000 5.0%

卸売業 2,300 115,000 1.2% 115,000 2.3%

卸売業 2,400 120,000 1.2% 120,000 2.4%

卸売業 2,200 110,000 1.1% 110,000 2.2%

卸売業 800 40,000 0.4% 40,000 0.8%

卸売業 1,600 80,000 0.8% 80,000 1.6%

卸売業 1,500 75,000 0.8% 75,000 1.5%

卸売業 1,400 70,000 0.7% 70,000 1.4%

卸売業 1,500 75,000 0.8% 75,000 1.5%

卸売業 1,400 70,000 0.7% 70,000 1.4%

卸売業 1,300 65,000 0.7% 65,000 1.3%

卸売業 2,000 100,000 1.0% 100,000 2.0%

卸売業 1,900 95,000 1.0% 95,000 1.9%

卸売業 1,800 90,000 0.9% 90,000 1.8%

卸売業 1,400 70,000 0.7% 70,000 1.4%

卸売業 800 40,000 0.4% 40,000 0.8%

卸売業 800 40,000 0.4% 40,000 0.8%

卸売業 900 45,000 0.5% 45,000 0.9%

卸売業 1,100 55,000 0.6% 55,000 1.1%

卸売業 2,300 115,000 1.2% 115,000 2.3%

大宮庫吉 新式焼酎製造業 5,000 250,000 2.5% ー ー

加藤正二 合成清酒製造業 5,000 250,000 2.5% ー ー

嘉納治郎右衛門 本嘉納合名会社社長 卸売業 4,000 200,000 2.0% ー ー

佐藤興兵衛

寳酒造株式会社副社長

日本合成清酒組合幹事長

油與佐藤商店 卸売業 3,900 195,000 1.9% 195,000 3.9%

165,100 8,255,000 82.5% 3,255,000 65.1%

卸売業 5,650 282,500 2.8% 282,500 5.7%

卸売業 3,100 155,000 1.6% 155,000 3.1%

喜多楢次郎 卸売業 7,600 380,000 3.8% 380,000 7.6%

國分勘兵衛

全国酒類商組合連合会会長

合名会社國分商店代表社員 卸売業 5,650 282,500 2.8% 282,500 5.7%

卸売業 800 40,000 0.4% 40,000 0.8%

卸売業 1,000 50,000 0.5% 50,000 1.0%

卸売業 1,100 55,000 0.6% 55,000 1.1%

卸売業 700 35,000 0.4% 35,000 0.7%

卸売業 1,000 50,000 0.5% 50,000 1.0%

卸売業 1,900 95,000 1.0% 95,000 1.9%

卸売業 500 25,000 0.3% 25,000 0.5%

卸売業 2,200 110,000 1.1% 110,000 2.2%

島田定吉
島定本店(酒類商）

大日本製酒会社取締役
卸売業 2,300 115,000 1.2% 115,000 2.3%

荻山音吉 宇都宮酒類商組合長 卸売業 1,400 70,000 0.7% 70,000 1.4%

34,900 1,745,000 17.5% 1,745,000 34.9%

20,000 10,000,000 100.0% 5,000,000 100.0%

単位（円）

山梨酒類販売株式会社

地方会社合計　47社

1,070,000 21.4%

株式会社阿部商店社長

巴屋商店代表社員

大阪府酒造組合連合会会長

京都府酒造組合連合会会長

酒造組合中央会企画委員長

山梨県酒造組合組合長

山形県酒造組合連合会会長

千葉県酒造組合連合会会長

酒造組合中央会企画副委員長

濱田忠喜

発起人氏名および所属　注) 販売会社内出資割合

野口喜一郎

風間久高 長野酒類販売株式会社

埼玉県酒類販売株式会社

道府県酒造組合連合会

伊藤保平 兵庫,三重,岐阜,広島,岡山,

鳥取,島根,愛媛,大分,佐賀,
鹿児島,宮崎県酒類販売株式

会社

森英二
福岡県酒類販売株式会社

10.7%

新潟酒類販売株式会社

北海道酒類販売株式会社

日本合成清酒組合

発起人担当組織

日本合成清酒組合副会長

大日本酒類醸造株式会社社長

全国新式焼酎連盟会副会長
合同酒精株式会社社長

日本酒造組合中央会

卸売業 21,400

全国新式焼酎連盟会

日本酒造組合中央会会長

西宮酒造株式会社取締役社長

1,070,000

池田友一

日本合成清酒組合

香川県酒類販売株式会社

泉谷宗兵衛

徳島県酒類販売株式会社

高知県酒類販売株式会社

奈良県酒類販売株式会社

和歌山県酒類販売株式会社

全国新式焼酎連盟会

中野種一郎

福井県酒類販売株式会社

滋賀県酒類販売株式会社

石川県酒類販売株式会社

平野太郎兵衛
東京府酒類販売株式会社

全国酒類問屋組合連合会会長

群馬県酒類販売株式会社

静岡酒類販売株式会社

宮城県酒類販売株式会社

神奈川県酒類販売株式会社

千葉県酒類販売株式会社

地方会社計　34社

輸移出業者団体

愛知県酒類販売株式会社

青森県酒類販売株式会社

岩手県酒類販売株式会社

秋田県酒類販売株式会社

山形県酒類販売株式会社

福島県酒類販売株式会社

地方会社計　13社販売事業者所属の発起人（7名）分の小計

発起人合計（18名）

生産事業者所属の発起人（11名）分の小計

富山県酒類販売株式会社

大阪府酒類販売株式会社

東京府酒類販売株式会社

山口県酒類販売株式会社

栃木県酒類販売株式会社

長崎県酒類販売株式会社

熊本県酒類販売株式会社

沖縄県酒類販売株式会社阿部彦三郎

京都府酒類販売株式会社

茨城県酒類販売株式会社

表 1　大日本酒類株式会社発起人および引受株式数（1941 年 9月 11 日時点）

出典： 「大日本酒類販売株式会社株式割当案」，「大日本酒類販売株式会社株式割当案内訳」，「大日本酒類販売株式会社定款」，『諸通牒社規その他綴』
（国立公文書館所蔵）：「株主名簿」，『大日本酒類販売株式会社・株主名簿』（国立公文書館所蔵）より筆者作成。

注）発起人の所属・役職は，すべて 1941年 9月時点。
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葉
県
酒
造

組
合
連
合
会
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長
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造
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合
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長

製
造
業
（
清

酒
）

顧
問
（

19
45
年
3月

）
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締
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６
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酒
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）
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Ｃ
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連
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２
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年
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原
金
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山
県
酒
造
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合
連
合
会
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造
業
（
清

酒
）
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（
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年
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）
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Ｂ
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出
身
母
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所
属
団
体
・
役
職
・
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種
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と
任
期
（
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年
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月
―1
94
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年
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月
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出
典
：

 「
株
主
名
簿
」，
『
大
日
本
酒
類
販
売
株
式
会
社
・
株
主
名
簿
』

;「
定
款
第
三
十
条
ノ
規
定
ニ
依
ル
取
締
役
ノ
競
業
承
認
ニ
関
ス
ル
件
」，
『
役
員
総
会
議
事
録
　
昭
和
十
六
年
-昭
和
十
九
年
』（
い
ず
れ
も
国
立
公
文
書
館
所
蔵
）
よ
り
筆
者
作
成
。
な
お
，
出
身
業

種
を
所
属
団
体
に
し
た
が
っ
て
，
行
政
Ａ
，
製
造
業
Ｂ
，
販
売
業
Ｃ
，
学
識
経
験
者
Ｄ
の
い
ず
れ
か
に
区
分
し
た
個
人
別
番
号
を
付
与
し
た
。
取
締
役
，
監
査
役
の
出
身
別
人
数
は
，
各
期
の
期
首
時
点
の
も
の
を
示
し
た
。
ま
た
，
期
中
で
の
就
任
，
辞
任
，
交

代
は
，
矢
印
ま
た
は
役
職
名
（
カ
ッ
コ
内
は
時
期
）
で
表
記
し
た
。
枠
内
の
（
ー
）
は
，
該
当
な
し
を
表
す
。

＊
1　
第

10
代
國
分
勘
兵
衛
。
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1名の監査役（加藤正二）の合計 8名が起用さ
れ，生産事業者を主体とする役員体制となって
いる。
販売事業者出身の役員は，3名にすぎない。
このうち，大阪酒問屋組合代表として大蔵省酒
類清涼飲料清酒麦酒部会委員に選任された泉谷
宗兵衛は，清酒の生産事業者でもある（商工経
営研究会編［1938-1940］，p.103）。また，泉谷
宗兵衛を除く 2名は，瓶詰清酒の出現以降に酒
類を取り扱い始めた醤油卸売業者の國分勘兵衛
と，小売業を兼業する卸売業者の喜多楢次郎で
あることに注目したい。この 2名は，従前から
酒類の卸売に携わっていた卸売業者ではないか
らである。設立時に，下り酒問屋と称された，
旧酒問屋の卸売業者から中央会社の役員に就い
た者は，いない。

2．�道府県酒類販売株式会社の出資者の構成と
役員体制の分析（1941 年）

2.1　出資者の構成
地方会社の資本金への出資は，卸売販売実績
に応じて決められたとされる（「要綱 B」）。し
かし，実績を直接確認することは容易ではな
い。そこで，卸売販売実績を反映したと考えら
れる標準石数を用いて，地方会社への出資と卸
売販売実績の関係を確認する。標準石数とは，
「補償石数一覧表」（『地方会社関係綴 昭和 17

年』）に記載された，卸売部門の営業排除に伴
う損失補償を目的とする，営業権報償（「要綱
摘録」）対象石数である。
表 3は，地方会社の標準石数と資本金を対
比したものである（1942年時点）。表 3をみる
と，各地方会社の資本金が全地方会社の資本金
合計金額に占める割合 Aと，各地方会社の標
準石数が全地方会社の標準石数の合計石数に占
める割合 Dとは，ほぼ一致する。割合の差
（D-A）が 1.0％を超えるのは，標準石数に比し
て資本金の割合が低い福岡と，標準石数に比し
て資本金の割合が高い大阪の 2つの地方会社に
限られる。差が生じた理由は，販売実績に比し

て転廃業した卸売業者が福岡に多いこと，大阪
は営業権にかかわる出資が多いことにあると考
えられる 30）。
次に，地方会社の資本金を標準石数 Cで除
した Bの欄を確認すると，ほとんどの地方会
社の資本金は，「卸売実績石数一石ニ付十円乃
至十五円程度」（「要綱摘録」）の範囲に入って
いる。資本金が 1石当り 16円以上の地方会社
は，宮崎県，福井県，鳥取県の 3社である。基
準を超過した福井と鳥取は，標準石数の絶対数
が少ないことが基準超過の原因と思われる。宮
崎の超過理由は，不明である。1石当り 10円
未満の地方会社は存在しない。
以上から，地方会社への出資は，卸売販売実
績に応じて決められたと考えられる。
2.2　役員体制の分析
役員については，地方会社のほぼ 9割（42

社）で，生産事業者が取締役社長に就いてい
る 31）。また，生産事業者である取締役社長の 8

割（34名）は，道府県酒造組合の組合長，あ
るいは連合会長である。これは，地方会社の資
本金に占める生産事業者の出資の割合が高いた
めである。先述の通り，地方会社の資本金は，
卸売販売実績を基準に定められた。それにもか
かわらず，生産事業者が多くの出資をできたの
はなぜだろうか。「要綱 A」には，道府県販売
統制機関の構成は，「道府県内ニ販売ノ実績ヲ
有スル製造者及卸売業者等ヲ以テ組織スルコ
ト」と記されているが，出資についての記載は
ない。1942年 5月に酒造組合中央会の伊藤会
長は，「此の販売会社は卸部門の統合組織であ
るが，従来の業態上の実績を認めたので，大部
分は生産者が資本的にも人的構成にも加はつて
いる」と述べている。「従来の業態上の実績を
認めた」方法は特定できないが，生産事業者の

30） 「出資の割合に付いては原則として実績販売石数を
基準とし尚場合に依りては或程度の営業権に依る
出資をも考慮すること」（「要綱 B」六（一）（4））
の適用が考えられる。

31） 『大日本酒類販売株式会社・営業報告書綴』。
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人員数 標準石数

標準石

数合計

に占め

る割合

人員数 標準石数

標準石

数合計

に占め

る割合

人員数

人員数

合計に

占める

割合

標準石数

Ｃ

標準石

数合計

に占め

る割合

Ｄ

東京府 1,399 417,246 11.3% 5,700 10.9% 12.702 1,022 31,518 10.0% 2,421 7.2% 448,764 11.2% 0.3%

神奈川県 595 114,869 3.1% 1,600 3.1% 13.2 164 6,448 2.0% 759 2.3% 121,317 3.0% 0.0%

埼玉県 385 63,626 1.7% 850 1.6% 12.7 212 3,480 1.1% 597 1.8% 67,106 1.7% 0.0%

千葉県 539 67,496 1.8% 1,000 1.9% 14.1 232 3,270 1.0% 771 2.3% 70,766 1.8% -0.1%

山梨県 207 29,126 0.8% 450 0.9% 14.2 97 2,530 0.8% 304 0.9% 31,656 0.8% -0.1%

栃木県 312 55,739 1.5% 750 1.4% 12.4 289 4,597 1.5% 601 1.8% 60,336 1.5% 0.1%

茨城県 655 74,345 2.0% 950 1.8% 12.0 567 4,590 1.5% 1,222 3.6% 78,935 2.0% 0.1%

群馬県 403 52,813 1.4% 750 1.4% 13.6 122 2,175 0.7% 525 1.6% 54,988 1.4% -0.1%

大阪府 995 228,164 6.2% 3,850 7.4% 15.1 667 27,298 8.6% 1,662 5.0% 255,462 6.4% -1.0%

京都府 619 96,220 2.6% 1,200 2.3% 11.9 85 4,431 1.4% 704 2.1% 100,651 2.5% 0.2%

兵庫県 868 172,980 4.7% 2,450 4.7% 13.2 617 12,038 3.8% 1,485 4.4% 185,018 4.6% -0.1%

奈良県 286 26,331 0.7% 400 0.8% 14.9 81 425 0.1% 367 1.1% 26,756 0.7% -0.1%

和歌山県 373 35,326 1.0% 550 1.1% 14.9 259 1,693 0.5% 632 1.9% 37,019 0.9% -0.1%

滋賀県 275 30,421 0.8% 450 0.9% 13.7 113 2,380 0.8% 388 1.2% 32,801 0.8% 0.0%

富山県 197 42,169 1.1% 600 1.1% 13.1 192 3,685 1.2% 389 1.2% 45,854 1.1% 0.0%

石川県 219 33,100 0.9% 500 1.0% 14.3 92 1,891 0.6% 311 0.9% 34,991 0.9% -0.1%

福井県 209 26,569 0.7% 450 0.9% 16.3 117 1,025 0.3% 326 1.0% 27,594 0.7% -0.2%

香川県 458 32,927 0.9% 450 0.9% 13.4 52 583 0.2% 510 1.5% 33,510 0.8% 0.0%

徳島県 312 33,206 0.9% 550 1.1% 15.9 171 1,373 0.4% 483 1.4% 34,579 0.9% -0.2%

高知県 302 50,033 1.4% 600 1.1% 10.8 265 5,570 1.8% 567 1.7% 55,603 1.4% 0.2%

札幌 北海道 439 179,623 4.9% 2,550 4.9% 14.1 54 859 0.3% 493 1.5% 180,482 4.5% -0.4%

宮城県 238 61,792 1.7% 800 1.5% 10.7 239 12,984 4.1% 477 1.4% 74,776 1.9% 0.3%

岩手県 251 56,075 1.5% 800 1.5% 12.2 223 9,323 3.0% 474 1.4% 65,398 1.6% 0.1%

福島県 413 80,523 2.2% 1,050 2.0% 10.9 566 15,981 5.1% 979 2.9% 96,504 2.4% 0.4%

秋田県 202 65,661 1.8% 750 1.4% 10.4 225 6,134 1.9% 427 1.3% 71,795 1.8% 0.4%

青森県 257 50,083 1.4% 750 1.4% 13.4 228 5,794 1.8% 485 1.4% 55,877 1.4% 0.0%

山形県 304 48,763 1.3% 700 1.3% 12.9 248 5,501 1.7% 552 1.6% 54,264 1.4% 0.0%

愛知県 595 118,815 3.2% 2,000 3.8% 15.6 528 9,264 2.9% 1,123 3.3% 128,079 3.2% -0.6%

静岡県 391 93,206 2.5% 1,200 2.3% 11.6 495 10,328 3.3% 886 2.6% 103,534 2.6% 0.3%

三重県 384 39,818 1.1% 650 1.2% 14.5 208 4,961 1.6% 592 1.8% 44,779 1.1% -0.1%

岐阜県 367 47,115 1.3% 750 1.4% 14.7 259 3,782 1.2% 626 1.9% 50,897 1.3% -0.2%

新潟県 478 95,819 2.6% 1,250 2.4% 12.0 551 8,349 2.6% 1,029 3.1% 104,168 2.6% 0.2%

長野県 495 73,989 2.0% 1,150 2.2% 14.3 467 6,489 2.1% 962 2.9% 80,478 2.0% -0.2%

広島県 549 102,108 2.8% 1,450 2.8% 12.5 381 14,350 4.5% 930 2.8% 116,458 2.9% 0.1%

山口県 573 80,301 2.2% 1,200 2.3% 13.1 355 11,286 3.6% 928 2.8% 91,587 2.3% 0.0%

岡山県 529 65,453 1.8% 950 1.8% 13.5 312 5,142 1.6% 841 2.5% 70,595 1.8% -0.1%

鳥取県 201 23,233 0.6% 400 0.8% 16.2 57 1,389 0.4% 258 0.8% 24,622 0.6% -0.2%

島根県 402 40,269 1.1% 550 1.1% 13.2 101 1,490 0.5% 503 1.5% 41,759 1.0% 0.0%

愛媛県 530 70,115 1.9% 950 1.8% 12.8 228 4,027 1.3% 758 2.3% 74,142 1.8% 0.0%

熊本県 380 74,700 2.0% 1,000 1.9% 11.9 403 9,595 3.0% 783 2.3% 84,295 2.1% 0.2%

福岡県 875 233,092 6.3% 2,750 5.3% 10.9 700 19,259 6.1% 1,575 4.7% 252,351 6.3% 1.0%

大分県 341 64,174 1.7% 850 1.6% 12.0 244 6,789 2.2% 585 1.7% 70,963 1.8% 0.1%

長崎県 375 79,892 2.2% 1,150 2.2% 12.5 259 12,370 3.9% 634 1.9% 92,262 2.3% 0.1%

佐賀県 181 37,055 1.0% 550 1.1% 13.0 79 5,247 1.7% 260 0.8% 42,302 1.1% 0.0%

鹿児島県 378 68,074 1.8% 1,000 1.9% 14.6 187 652 0.2% 565 1.7% 68,726 1.7% -0.2%

宮崎県 375 42,673 1.2% 750 1.4% 16.4 136 2,971 0.9% 511 1.5% 45,644 1.1% -0.3%

沖縄県 269 27,479 0.7% 300 0.6% 10.8 1 389 0.1% 270 0.8% 27,868 0.7% 0.1%

合計 20,380 3,702,606 100.0% 52,350 100.0% 13.0 13,150 315,705 100.0% 33,530 100.0% 4,018,311 100.0% 0.0%

管轄

財務

局

東京

仙台

熊本

名古屋

広島

大阪

D−A

計合）業売小卸・業売卸（償補受償補受業兼業売小卸償補受業売卸

資本金

(千円)

資本金

/受補

償合計

標準石

数　Ｂ

(円)

地方会社

資本金

合計額

に占め

る資本

金の割

合Ａ

表 3　補償石数と地方会社資本金の比較（1942 年）

出典： 「補償石数一覧表」，『地方会社関係綴 昭和 17年』；各道府県酒類販売株式会社「営業報告書」，『大日本酒類販売株式会社・営業報告書綴』（い
ずれも国立公文書館所蔵）より筆者作成。

注）卸売販売の実態を正確に反映させるために仲立業者の補償に関わる数値（人員，取扱石数）は除外した。
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販売実績が卸売実績と認められた結果，ほとん
どの地方会社において，生産事業者を主体とす
る役員体制が構築された。
他方，東京，大阪，神奈川，熊本，栃木の 5

つの地方会社では，販売事業者が社長に就いて
いる。その内，東京と神奈川は，役員に占める
販売事業者の割合も高い。しかし，大阪（生産
事業者 5名，販売事業者 6名），熊本（生産事
業者 3名，販売事業者 2名，不明 2名），栃木
（生産事業者 5名，販売事業者 2名，不明 2名）
では，販売事業者への偏りが見られない。
2.3　役員体制が有した意味
ここまでみてきた中央会社，地方会社の役員
体制には，どのような意味があったのか。
原料や資材の制約が強まり，生産が難しくな
るなかで，配給の都合に合わせた供出を生産事
業者に求めることは，容易ではない。生産事業
者が酒類配給統制機関の中核を成す背景には，
この点が考慮された可能性が高い。中央会社で
は，清酒，合成清酒，新式焼酎の生産事業者が
代表権をもつポジションに就いた。さらに，酒
造組合中央会会長を相談役に据えることで，生
産事業者に対する酒類配給統制機関からの指示
の徹底が図られた。
一方，地方会社に対する影響力を発揮できる
態勢を整えたい生産事業者にとって，地方会社
の役員となることは，地方会社がもつ卸売機能
に直接，関与する意味をもった。地方会社の酒
類の買入数量（割当）は中央会社が決定する
が，酒類の等級，用途，出荷時期，配給地域等
の個別の生産事業者への割当は地方会社が決定
する（『諸通牒社規その他綴』）。そのため，地
方会社の経営に関与する生産事業者は，自らの
生産状況や販売上の都合に合わせて割当を調整
することが可能であった。また，生産事業者は
組合組織を通じて他の地方会社との情報共有や
調整を図った 32）ことから，地方会社間の運営

上の差異は一定の範囲にとどまった。
こうした酒類配給統制機関との関係は，生産
事業者の生産体制の安定化につながり，限定的
ではあっても確実な利益を生産事業者にもたら
すことになった。たとえば，1936酒造年度の
造石高が 7,587石（灘五郷中 4位）の西宮酒造
では，戦時期の公定価格の引き上げと酒類配給
統制機関をつうじた経費の削減により，収益性
が向上している。1937年度から 1944年度まで
の売上高利益率は 8～12％で維持され，同期間
に 12％の配当を継続している（西宮酒造株式
会社社史編纂室［1989］，p.254）。また，伊丹
酒造組合は，1944年度の酒造情勢を「公価の
改正二回に及び採算上聊か向上す。供出は予ね
ての機構（地方会社）を通じ凡て交渉円滑な
り」と記している（米井編［1969］，p.229。カッ
コ内は，筆者追記）。ただし，これらは，企業
整備，すなわち生産事業者の廃業や合同を前提
とするものであった。
他方，小売業者にとっては，取り扱う酒類量
が減少するなかで，事業から得ることができる
利益の程度と事業継続の可否の 2つが，酒類配
給統制機関の設立時からの最大の関心事であっ
た。そうした状況にあった小売業者にとって，
組合幹部が中央会社や地方会社の役員となった
ことでもたらされる情報は，透明性と確実性の
二点において，卸売業者からの情報とは大きな
違いがあり，小売業者の経営にあたって依拠す
べき重要なものとなった。たとえば，小売業者
を主体とする全国酒類商組合連合会会長を務め
ていた喜多楢次郎は，中央会社監査役に就き，
大阪府酒類販売株式会社社長になった。あるい
は，東京酒類商同業組合副会長の職にあった栗
原仁は，東京府酒類販売株式会社取締役となっ
た。

32） たとえば，酒造組合中央会関東支部臨時役員会議
（1941年 11月 7日開催）では「府県販売会社の重

役報酬，社員給料の標準決定方に付て」を議題に
地方会社の役員でもある府県酒造組合の組合長 7
名が協議している（『酒造組合中央会関東支部綴
（閉鎖前）』）。
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配給機構の最末端において，配給と商品代金
の回収を担う小売業者が組合への従順な意識を
高めることは，酒類配給統制機関の目的に沿っ
た運営に有用であるばかりでなく，企業整備の
進め方と補償についての組合員の納得感を形成
するうえでも重要な意味をもった。一方，大蔵
省は，組合から小売業者の経営に関する情報を
得ることで，酒類配給統制機関を維持する方策
を検討することができた。組合からの情報は，
大蔵省が主導する公定価格において，小売業者
が経営を継続できるマージンを確保することに
もつながった。

Ⅴ　酒類配給統制機関の機能

酒類の需給を調整し，酒税を含む代金の回収
を確実に行うためには，適切な計画の策定と系
統的な配給体制の下での計画
の実行が欠かせない。酒類配
給統制機関は，この機能をど
のように果たし，維持したの
か，また，小売業者がこの機
能を支えた背景には，いかな
る理由があったのかを検討す
る。

1．�酒類配給統制の企画と実
施体制
図 3には，酒類配給統制
にかかわる組織間の指令系統
と酒類の配給経路を示した。
指令系統において最上部にあ
る中央会社は，大蔵次官を会
長として，配給計画の検討，
数量割当の承認を行う中央酒
類配給協議会に配給計画を
諮ったうえで，「全国ニ於ケ
ル酒類ノ生産及ビ消費ノ状況
ヲ精査シ道府県毎ニ一般用及
ビ業務用別配給割当数量ヲ決

定スルコト」（「要綱 A」）と規定された。中央
会社から割当数量の指令を受ける地方会社は，
地方長官を会長として，配給計画の検討，数量
割当の承認を行う道府県酒類配給協議会に諮っ
たうえで，「適当ナル消費地域ヲ定メ，当該地
域ニ対スル一般用酒及業務用酒ノ配給数量ノ割
当ヲ行フコト」（同上）と規定された。
しかし，実際には，中央会社は大蔵省，地方
会社は税務監督局による監督の下でそれぞれ計
画を決定した。中央会社の配給施策の検討，地
方会社への配給割当が大蔵省の確認を得ながら
進められたことは，役員会議事録から確認でき
る。すなわち，酒類配給統制機関の施策や割当
は，大局的な酒類の必要性や公定価格の見直し
などを踏まえながら，大蔵省の状況判断にした
がって企画された。
地方会社は，中央会社からの配給割当に基づ

図 3　酒類配給機構指令系統・配給経路図（1941 年）

出典：「酒類配給機構整備図解（指揮系統）」，『昭和財政史資料』（国立公文書館所蔵）等より筆者作成。
注）軍用酒，輸移出酒，特定用途酒の指令系統の記載は，除いた。点線枠内は，配給統制機関の指揮範囲。
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いて，小地区配給所ごとの割当を策定した。小
地区配給所（支所）は，税務署毎に設置され
た，酒類配給の実務を担当する地方会社の支店
（出張所）である。
酒類は，生産事業者から直接，小地区配給所
に配送された。小売業者の組合が組合員への配
給割当を行い，組合員は税務署の監督の下に配
給を行った。小地区配給所は．消費者（家庭）
への配給に関する情報を消費量割当通知により
町村組織に，接客業者への配給に関する情報を
営業用割当通知により警察署に伝えた。税務署
の監督のもとに，小地区配給所以降の小売業者
または接客業者の団体による配給と代金の回収
が管理される体制が構築された。配給と販売代
金の回収は，他の産業にみられない厳格な監視
の下に実施された。

2．輸送費および補償金への対応
酒類配給統制機関の機能を維持するうえで，
輸送費と補償金への対応が重要だった。輸送費
と補償金が経営に及ぼす影響度は，地方会社に
より異なる。中央会社は，地方会社の経営を維
持するために大蔵省の意向にしたがい，以下の
ように 2つの問題に対応した。
2.1　輸送費への対応
輸送費の問題は，中央会社が道府県ごとの酒
類の生産量と消費量との不一致を地方会社間の
移出入で調整するなかで，輸送量や距離の違い
をどのように地方会社に負担させるか，という
点にある。対応にあたっては，灘，伏見などで
生産される高価格の銘柄酒を需要の強い遠方の
大都市に移出することが，輸送費の増加をもた
らす一方で，普通酒とのマージンの違いから，
東京や神奈川等の地方会社の収入増につながる
点を考慮する必要もあった。そこで，発生する
移入に伴う輸送費に対しては，特定地加算対象
の 5道府県の地方会社を除く，42府県の地方
会社の「移入運賃合計を同取扱石数合計にて除
きたる一石当運賃に，府県会社毎取扱石数を乗
じてその府県の負担額」（「道府県酒類販売会社

社長会議協議事項」，『役員総会議事録　昭和
十六年-昭和十九年』）とする運賃共同計算方式
を用いて，地方会社の負担の平準化が図られ
た。
特定地加算は，1941年 11月の公定価格改正

（農林省大蔵省告示第 9号）より導入された，
東京府，神奈川県，北海道，鹿児島県，沖縄県
内で認められた販売価格への加算である。
さらに，1943年 4月に特定地加算の道府県
を除き，地方会社の他道府県からの移入に対し
て 1石 0.7円，府県内の移動に対して 1石 0.5

円を，中央会社が運賃合同計算金として地方会
社から徴取し，その資金により地方会社の移入
運賃の 8割，府県内運賃の 5割を中央会社がカ
バーする合同計算方式が導入され，府県内の輸
送費についても，負担の平準化が図られた（「第
12回取締役会議事録」，「第 12回重役会議案」，
『役員総会議事録　昭和十六年-昭和十九年』）。
これらの対応により，地方会社の負担は平準
化され，輸送費が地方会社の収支に及ぼす影響
は，限定的なものとなった。
2.2　補償金への対応
補償金の問題は，補償金の支払いが地方会社
の経営を阻害しないか，という問題である。補
償金は，酒類配給統制機関が転廃業者に営業補
償をおこなうための費用である。卸売業者に対
する営業補償は 1石 40円とされ，繰延資産と
して勘定科目に計上される補償費（5円）と勘
定科目経費に包含される補償金（35円）に分
けて管理された。本稿では，補償費と補償金の
区分にかかわらず，地方会社の営業補償に対す
る支出を補償金と表記する。
補償金の多寡は，転廃業する販売事業者の卸
売販売実績に基づいて設定された。一方，地方
会社の販売収入は，中央会社から配分される数
量に規定された。しかし，販売収入は，取り扱
う酒類の品質，用途によって異なるため，収益
の低い品質規格や価格を抑えた用途の酒類を扱
う割合が増えると，地方会社の補償金の負担は
相対的に高まる。1942年 4月，中央会社は，
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地方会社ごとの利潤の差異を容認したうえで，
大蔵省の提案に従い，転廃業者への補償金を
10年間で支払うことを決議した。補償金の支
払いに関する板垣（［2009］）の分析によれば，
地方会社は，ほぼ計画通り補償金を償却した。
板垣は，これを可能としたのは，1943年 4月
から実施された補償金を含む，地方会社の営業
補償のプール計算導入であるとする。そして，
営業補償のプール計算を「限定的ではあるが営
業補償の支払を実現したのである」と評価して
いる（板垣［2009］，p.31）。
板垣は，営業補償プール計算という用語を，
中央会社が地方会社から「営業経費・配当など
に使用する程度分以外の資金を徴収し，共同計
算そのほかの負担（輸送費に加え，容器リン
ク，梱包差損，小運送費，輸送事故損等）の支
払をし，余剰額を地方会社の「補償金」に当
て，全国的に補償金の支払割合を調整する」
（板垣［2009］，p.29）計算という意味で使用し
ているが，管見の限り，史料中に「営業補償
プール計算」という用語は，確認できない。
板垣のいう，営業補償のプール計算とは，
プール機構の拡充のことと考えられる。この点
は，第Ⅵ章で論じる。
2.3　�小売業者が酒類配給統制機関の機能を支

えた背景
上記第 1節の通り，小地区配給所を通じた配
給と代金の回収は，小売業者が担当することと
された。こうした整理にもかかわらず，東京府
酒類小売商業組合は，1942年 2月より個々の
小売業者ではなく，東京府があらたに設けた
1,818の家庭配給所と 41の業務用配給所を通
じた配給を開始した。その理由は，東京府が味
噌，醤油の配給を重視し，それを共同配給所で
行うと決めたことと，大蔵省との調整がつかな
いまま，共同配給所での取扱品目に酒類を加え
たことの 2 つにある（増田［1963］，p.195，
p.207）。
その背景には，東京府が企業整備について，
大蔵省と異なる考え方を有していたという事情

があった。すなわち，東京府は，小売業者に強
制的な転廃業を求めることなく，共同配給所の
勤務員として酒類を含む食料品の配給を行わせ
るという，統合整理が適切であると判断したと
考えられる。東京府の判断には，食生活に欠か
せない味噌，醤油の配給を差配する醤油問屋系
酒問屋が酒類配給統制機関設立時に農林省案を
支持した経緯（中澤［1981］，p.143）と酒類以
外の配給は農林省の管轄であった点が考慮され
た可能性が否定できない。
一方，大蔵省は一定の基準を満たす事業者だ
けを残し，それ以外を転廃業させる抜取整理，
すなわち，小売業者数の削減が酒類配給統制を
実施するために不可欠であると考えていた。し
たがって，大蔵省は，共同配給所に販売免許を
下付しなかった。消費者の共同配給所に対する
不評や小売業者内部から個人商店復元の希望が
表明されるなかで，1943年 1月に共同配給所
は廃止された。酒類事業者を大蔵省が包括的に
規制する，酒造組合法の改正が目前に迫ってい
たことも，共同配給所の閉鎖の要因と思われ
る。
大阪では，1941年 2月に結成された大阪府
酒類小売統制商業組合が企業整備への対応に早
くから着手しており，配給体制がきめ細かく設
定されていた。具体的には，組合組織を支部，
部会，班に区分し，それらを税務署，警察署，
駐在所，校区等に対応させ，組合の指導監督を
組合員である小売業者に徹底することで，公正
な配給を実現しようとした。また，小売業者ご
との配給割当は，人口数をベースに，成年男子
の過去の常飲実績，最近の常飲者等に関する調
査結果を踏まえて決定された（大阪府小売酒販
組合［1956］，pp.240-242，p.287）。
東京，大阪のいずれにおいても，配給体制
は，小売業者に対する企業整備を意識して設定
されたといえよう。1942年 7月に，酒類小売
業の整備方針が，①店舗配置目標，②整備実施
手続，③同業者の共助（補償），④企業整備進
行中のものの取扱の 4点を骨子として，大蔵省
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主税局長及農林省食品局長通牒により発せられ
る（日本食料新聞社編［1942］，pp.31-32）と，
企業整備は急速に進み，1944年 9月の酒類販
売場数は，1941年 9月の 3割にも満たない
90,930場までに激減した。配給機構の最末端
において，配給と酒税を含む代金の回収という
役割を果たすためには，地域組織との連携確保
とともに，酒類の供給量が減少するなかでも経
営が成り立つように，地域ごとの小売業者数を
適切に保つ必要があった。すなわち，企業整備
は，その対象とならなかった小売業者の経営を
担保する意義をもった。なお，上述の通牒に示
された店舗配置数は，1989年の規制緩和開始
まで，小売業者の商圏を確保した酒類販売免許
の下付基準（「世帯規準」）の原型となった 33）。
小売業者は，酒類販売免許制度にもとづき，
仕入量と販売量を税務署により厳格に監督され
た。同時に，小地区配給所の下で配給割当を担
当する組合の指示に従うことは，小売業者の存
続に必須であった。税務署による監督と組合へ
の従順は，公定価格により担保されるマージン
と商圏の指定による顧客数の確保と相まって，
小売業者が酒類配給統制機関の機能を配給機構
の最末端において支える役割を果たすことを促
した。

Ⅵ　�酒類配給統制機関の経営体制の変更（1943
年 4月）

大蔵省の平田敬一郎主税局第二国税課長は，
1943年 4月の中央会社の取締役会で，プール

機構を拡充する方針を表明した。プール機構の
拡充とは，中央会社が地方会社の経費だけでな
く，利潤も管理することであり，独立した経営
体である地方会社を，実質的に中央会社の支配
下に置くことを意味する。経営体制の変更は，
なぜ行われたのであろうか。

1．変更の目的と成果
第Ⅱ章でも確認したように，酒類の生産統
制，価格統制，配給統制は，1943年 4月に大
蔵省が専管することとなった。すなわち，大蔵
省は，酒税法，酒造組合法を改正し，「従来の
酒造組合（清酒，焼酎等）のほか，合成清酒，
ビール，果実酒，雑酒など各種類別の酒造組合
を結成させると同時に，酒類販売業者の団体を
系統的に整備」した（二宮［2016］，p.143）。
これにより，すべての酒類の生産統制，配給統
制が大蔵省の監督下におかれた。また，酒税法
に基づき，1943年 4月 1日に施行された酒類
価格規則（大蔵省令第 19号）により，農林省
との共管事項であった酒類価格の決定を大蔵大
臣が定めるものに変更し，価格統制を大蔵省の
専管事項とした。価格は，「大蔵大臣の諮問に
応じ酒類の生産，配給，価格に関する重要事項
（中略）を調査審議」する酒類委員会（酒類委
員会管制（勅令第 154号，1943年 3月 20日））
を経て，決定された。
大蔵省は，1943年度の歳入において間接税
を主体とする増徴（約 11億円）を計画し，そ
の 3割を酒税で賄うこととしたが，原料米は前
酒造年度比 2割（33万石）減の供給となるこ
とが 1942年 12月末に決定された。すなわち，
大蔵省は 1942酒造年度の生産量が 2割程度減
少する見込みのなかで，1943年度の酒税収入
を前年度（4.3億円）対比で 6割程度増加させ
ることが求められた。そこで，生産統制，価格
統制，配給統制を一元的かつ総合的にコント
ロールすることにより，酒類の需給調整・適正
な配給と酒税の確保を図ろうとした。
同時に大蔵省は，高価格の業務用酒類の減少

33） 1942年 7月の通牒は「整備実施に当たっては一店
舗をして大体左の程度の世帯数を担当せしむるこ
とを目標として，その配置の適正を期す」とした。
設定された 1店舗あたりの世帯数は，六大都市密
集地域 300戸，その他の市部集団地域 250戸，町
村集団地域 200戸，村落地域 100戸である。この
世帯数は，戦後の酒類販売業免許下付条件の 1つ
である「酒類の需給調整上の要件」で設定されて
いた世帯数と，ほぼ一致する。
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と低価格の産業用特別配給酒（特配酒）の増加
とが見込まれるなかで，高価格酒類の消費を前
提とした地方会社の経営が困難となり，酒類配
給統制の枠組みを維持できなくなる問題にも対
処する必要があった。産業用特別配給酒とは，
「国家重要産業ニ従事スル労務者等ニ対シテ重
点的ニ配給スル酒類」（「昭和十八年度酒類配給
計画設定方針」，『酒類配分要綱』）であり，生
産力拡充関係産業や重要産業とされた鉱業，鉄
鋼業，港湾運送等に従事する労働者を対象に大
蔵省が数量と配給先を指定した（「酒類の産業
用価格特配に関する件」，『会議関係綴』）。そこ
で，地方会社に対する中央会社の支配力を強化
し，酒類配給統制機関全体で収支をバランスさ
せることで，生産と消費をつなぐ配給統制機能
の維持を図った。
なお，東京，神奈川などへの遠隔地からの移
入は，「京都府，兵庫県，滋賀県，奈良県，和
歌山県，広島県，岡山県，愛媛県，大分県は戦
時下運輸上その出荷事情極めて円滑を欠くもの
があり，之れを是正するため五十％を基本とし
て生産権利石数を，東京都へ急速に発荷し得べ
き近距離の生産者へその組合を通じて譲渡せね

ばならぬ指令に接した」（堀田［1955］，p.278）
と記されたように，近隣府県からの移入に切り
替えられ，生産数量の調整も行われた。
地方会社の利益管理は，中央会社が地方会社
ごとに販売価格を設定する方法で行われた（大
蔵省告示第 137号 8（1943年 4月 1日），大蔵
省告示第 138号 5（1943年 4月 1日））。
中央会社が地方会社の利益と経費を一元的に
管理するようになった結果，1944年度の地方
会社の対資本金利益率（当期利益 /資本金）
は，山形県酒類販売株式会社（7.85％），福島
県酒類販売株式会社（11.22％），沖縄県酒類販
売株式会社（11.76％），新潟県酒類販売株式会
社（14.67％）を除き，9-10％の範囲内に収め
られた。この結果は，1942年の対資本利益率
と比較した図 4に明確に示されている。また，
第 4期（1944年 1月～12月）の配当は，第 3

期までの 6分配当から，すべての地方会社にお
いて 5分配当に一律に引下げられた。
一方，中央会社の第 3期（1943年 10月～

1944年 9月）の利益は 207,420円となり，そ
れ以前（244,043円（第 1期），241,011円（第
2期））とほぼ同程度の利益を確保した 34）。
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図 4　地方会社の対資本利益率の 1942 年と 1944 年の対比

出典：『大日本酒類販売株式会社・営業報告書綴』（国立公文書館所蔵）より筆者作成。
注） 1942年は 1941年 10月から 1942年 6月まで，1944年は 1944年 1月から 12月までを対象期間とする報告書に記載された当期利益と資本金よ
り算出した数値である。
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経営体制の変更により酒類配給統制機関の機
能は維持され，配給統制は，生産統制および価
格統制と相まって，酒類の需給調整・適正な配
給と酒税の確保に貢献した。
需給調整の貢献については，生産統制におい
て搗精歩合の限定 35），アルコール添加の拡
大 36），製造方法の変更 37）等の生産数量の向上

策により，生産数量（製成数量）の最大化が図
られたことが挙げられる。製成率（製成数量を
原料米石数で除した割合，すなわち 1石の原料
米から生産される清酒石数の割合）は，原料米
の供給が制限された 1939酒造年度から 1940酒
造年度にかけて 130％前後に急上昇したのち
に，これらの施策により 1943酒造年度以降に
さらに 5ポイント程度上昇した（図 5）。
配給統制では，生産数量（製成数量）の急減
が配給数量の減少に直接，影響しないように，
酒類配給統制機関が出荷数量（庫出数量）を調
整したことが挙げられる。この事実は，図 5に
おいて 1941酒造年度から 1945酒造年度までの
出荷数量（庫出数量）の変動が生産数量（成製
数量）の変動に比して小さく，ほぼ一定の割合
で減少していることから確認できる。生産事業
者から出荷された酒類は，税務署の厳格な監督
下にある小売業者を通じて消費者に配給された
ことから出荷数量の調整は確実に配給数量に反
映されたものと考えられる 38）。
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出典：大蔵省主税局『主税局統計年報書』各年度，国税庁 ｢1955］，早坂芳雄編［1958］，p.382より筆者作成。
注）1942酒造年度までの原料石数は使用実績数量，1943酒造年度以降の原料石数は割当数量。

34） ただし，第 3期の配当は第 2期までの 6分配当か
ら 5分配当に引き下げられた。また，1944年 10月
以降の役員数は社長を含む取締役 4名，監査役 2
名へ大幅に削減された（大日本酒類販売株式会社
『役員総会議事録　昭和十六年-昭和十九年』）。

35） 搗精歩合は，等級別に最高 2割 5分から最低 1割
の範囲で平均値を含めて限定された（酒造組合中
央会『会議関係綴』）。

36） 1943年 1月に清酒もろみへのアルコール添加が認
められ（酒税法施行規則改正，勅令第 41号），
1944年 4月の酒税法改正により清酒にアルコール
その他命令をもって定める物品を加えたものを清
酒とみなすこととされた（法律第 7号，4月 1日施
行）。

37） 醸造においては，割水（本来の目的は出荷前の清
酒に加水し，品質を調整することにあるが，戦時
期には製成数量以上の出荷数量を捻出しようとい
う意図が含まれた）量の拡大に耐えうる清酒，す
なわちアルコール分とエキス分を多量に含有する
清酒の醸出が技術者に求められた（藤井［1942］，
p.22）。結果として製成石数に対する割水量の割合

は 1936酒造年度から 1939酒造年度までは 3％台
（最低 3.1％，最高 3.8％）で推移したが，1940酒
造年度から 1942酒造年度までは 8％台に，1943酒
造年度以降は 11％台に増加した。

38） 配給は，輸送環境の悪化，容器資材の不足，人員
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適正な配給への貢献については，配給に占め
る家庭用酒類の割合を 1942年 9月-1943年 8

月の 57.1％に続いて，1943年 9月-1944年 8月
の 58.4％と維持したことが挙げられる。
また，税率を押さえた低価格の特配酒の割合
を 3.1％（1942年 9月-1943年 8月）から 18.6％
（1943年 9月-1944年 8月）に，大きく上昇さ
せた（「第二期営業報告書」，「第三期営業報告
書」，『役員総会議事録　昭和十六年-昭和十九
年』）。さらに，配給割当高（計画数量）に占め
る出荷高（実配給数量）の割合を 88.0％（1942

年 9月-1943年 8月）から 92.2％（1943年 9月-
1944年 8月）に上昇させ，計画と実配の差異
を縮小させた（同上）。
酒税の確保への貢献は，第Ⅱ章でみたよう
に，出荷数量の減少が継続するなかで，酒税収
入額を大きく増加させたことである。とりわ
け，等級に応じた酒税を組み込んだ，公定価格

の大幅な引き上げは，酒税の確保に貢献した。
とくに，上位の等級にあたる清酒 1級（1升瓶
詰）の小売価格は 7.00円（1943年 4月）から
15.00円（1945年 4月）に引き上げられた（表
4）。この結果，公定価格に占める酒税の割合
は，83％に達した。
当時の主税局長が「酒税を相当大幅に引き上
げたのは，消費の節約を図るとともに国庫収入
の増加を期した」ためと記したように（松隈秀
雄［1982］，p.293），等級差に応じた酒税の引
き上げは，奢侈的な消費を抑制する意図も含ま
れていた。
本項の最後に 1940年 4月に導入された酒類
の成分規格 39）が酒類の品質に及ぼした影響と
その評価について少し長くなるが，触れておき
たい。図 6は，成分規格をアルコール度数と
原エキス分に分けて，清酒の等級区分の推移を
示したものである。
図 6からは，当該期間における①最上級酒の
最低アルコール度数の維持（16度）および最
低原エキス分の段階的な低下（33度→ 32度
→ 30度）と，②最下級酒の最低アルコール度
数の上昇（13度→ 13.5度→ 14度→ 15度）お
よび最低原エキス分の変動（25度→ 26度→ 27

度→規定ナシ）の二つが確認できる。これら一

清酒第1級

1升瓶詰 原価 酒税 販売価格 販売価格 差益 差益率 販売価格 差益 差益率

1943年4月 1.34 5.10 6.44 6.60 0.16 2.42% 7.00 0.40 5.71% 72.86%

1944年4月 1.41 9.95 11.36 11.55 0.19 1.65% 12.00 0.45 3.75% 82.92%

1944年12月 1.53 9.95 11.48 11.77 0.29 2.46% 12.30 0.53 4.31% 80.89%

1945年4月 1.60 12.45 14.05 14.40 0.35 2.43% 15.00 0.60 4.00% 83.00%

地方会社最高販売価格 小売業者最高販売価格製造者最高販売価格
酒税割合

表 4　清酒第 1級（1升瓶詰）の公定価格の推移（1943 年 4月―1945 年 4月）（単位：円）

出典： 大蔵省告示第 137号（1943年 4月 1日），大蔵省告示第 128号（1944年 3月 31日），大蔵省告示第 550号（1944年 11月 30日），
大蔵省告示第 113号（1945年 3月 31日），大阪府小売酒販組合［1956］，p.151より筆者作成。

注）差益率は，差益を販売価格で除した割合，酒税率は酒税が小売業者販売価格に占める割合を表す。
　　 原価は，製造者最高販売価格から酒税を除いた価格を表す。地方会社の差益は地方会社の最高販売地方会社の差益は地方会社の最
高販売価格から製造者の最高販売価格を引いたもの，小売業者の差益は小売業者の最高販売価格から地方会社の最高販売価格を引
いたものを表す。

の不足等で困難となるなかでも計画と大きな相違
なく実施されたとされる。このことは，「難関を突
破し予定の数量を予定の時期に配給完済し，特別
方面への配給にも支障を来すことなかりしは幸ひ
とするところなり」（大阪府酒類販売株式会社「第
4回営業報告書」），「各般に亘り可成の制約を受け
たるも大なる齟齬なく酒類配給上の使命を達する
ことを得たる」（香川県酒類販売株式会社「第 4期
事業報告書」），「困難を克服して出荷の迅速と配給
の円滑とを図り（中略）略所期の配給を完了する
を得たり」（北海道酒類販売株式会社「第 4回営業
報告書」）等の記述からだけでなく，地方会社の
「取扱石数明細表」や「配給実績」等に記された具
体的な数値からも確認できる。

39） 商工省大蔵省告示第 1号（1940年 4月 1日）はア
ルコール分と原エキス分を「規格」と記している
が，本稿では「成分規格」と表記する。また，ア
ルコール分はアルコール度数と表記する。
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連の成分規格の推移は，概括的にアルコール度
数の維持とエキス分の低下として捉えることが
できる。
酒類（以下，本節では清酒を指す）に成分規
格が設定されたのは，1939酒造年度の生産数
量が大幅に減少することが明らかになり，売り
惜しみや退蔵に加えて過度に水で希釈した酒類
が 1939年末ごろから市場に出回ったことに起
因する。1940年 4月に成分規格が設定された
のは，こうした事態への対処として販売される
酒類品質の低下を防止するためであった。しか
し，それまで酒類事業者の官能に基づいて判定
されていた酒類の品質を成分規格によって一律
に区分することは容易ではない。そのため，成
分規格は満たすが，等級に期待される品質水準
に達しない上位等級の酒類が数多く販売される
一方で，販売価格の低い下位等級の酒類が出回
らない状況が続出した。
そこで，上位等級の酒類の販売量を抑制し，
下位等級の酒類の販売量を増加させる目的で成
分規格と等級区分の見直しとそれを踏まえた公
定価格の改正が 1940年 11月に行われた。
その後，1943年 4月の級別差等課税の導入
にあたり，成分規格は生産数量の向上の観点か
らふたたび見直され，1945年 4月までに二度

改定された。
このように成分規格は当初，市場での取引に
おける酒類品質の確保を目的に設定されたが，
市場に代わって酒類配給統制機関が等級区分ご
とに配給先と配給数量を決定するようになる
と，成分規格は専ら生産される酒類の品質を公
定価格の等級との関係で規定するものとなっ
た。さらに，級別差等課税の導入後は課税等級
区分の最低基準として用いられた。
少ない原料米からより多くの酒類を生産する
ことが酒類需要への対応と酒税確保の観点から
強く求められる状況が続くなかで，成分規格は
段階的に緩和され，その結果，酒類品質は低下
した。
しかし，こうした成分規格に基づく等級区分
の設定や変更は，酒類事業者に及ぼした影響や
品質確保の観点から肯定的なものと捉えること
も可能である。
まず，規格の統一が困難である酒類に対し
て，等級に応じた公定価格を設定したことが挙
げられる。これについては「「公」によって行
われる「価格維持」の絶好の機会であるという
側面もなかったわけではない」（風呂［1994］，
p.6）という販売上のメリットを生産事業者に
もたらしたと評価することができる。

アルコール度 原エキス分 アルコール度 原エキス分 アルコール度 原エキス分 アルコール度 原エキス分

1940年4月*1 5月*2 16度以上 33度以上 15度以上 30度以上 14度以上 28度以上 13度以上 25度以上

1940年11月  *3 16度以上 33度以上 15度以上 29度以上 13.5度以上 26度以上

区分の移行(推定）

アルコール度 原エキス分 アルコール度 原エキス分 アルコール度 原エキス分 アルコール度 原エキス分

1943年4月 *4*5*6*7 16度以上 32度以上 16度以上 31度以上 15度以上 29度以上 14度 27度

1944年4月  *8*9 16度 32度以上 16度 31度以上 15度 29度以上

1945年4月 *10*11 16度以上 30度以上 15度 規定ナシ
第四級廃止

区分

区分

第三級廃止

上等酒 中等酒

中等酒を規定せず

主務大臣の指定する清酒

第四級

並等酒

第一級 第二級 第三級

図 6　アルコール度とエキス分に基づく清酒（1升瓶詰）の等級区分の推移（1940 年 4月―1945 年 4月）

出典：筆者作成。
＊ 1　商工省大蔵省告示第 1号（1940年 4月 1日，1940年 4月 10日施行）。
＊ 2　商工省大蔵省告示第 3号（1940年 5月 3日）。
＊ 3　商工省大蔵省告示第 10号（1940年 10月 22日，1940年 11月 1日施行）。
＊ 4　大蔵省告示第 135号（1943年 4月 1日）。
＊ 5　大蔵省告示第 136号（1943年 4月 1日）。
＊ 6　酒造組合中央会会長「公定価格の改正について」（中発第 173号、1943年 3月 29日，『酒造組合中央会・会議関係綴』国立公文書館所蔵）。
＊ 7　大蔵省告示第 137号（1943年 4月 1日）。
＊ 8　法律第 7号（1944年 2月 14日）。
＊ 9　大蔵省告示第 125号（1944年 3月 31日，1944年 4月 1日施行）。
＊ 10　大蔵省告示第 111号（1945年 3月 31日，1945年 4月 1日施行）。
＊ 11　大蔵省告示第 112号（1945年 3月 31日，1945年 4月 1日施行）。
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次に等級区分の最上級に位置づけられた酒類
の品質は，成分規格が緩和されるなかでも一定
の範囲内に維持されたことが挙げられる。喫緊
の問題に対処するだけでなく，長期的な視点か
ら酒類の品質を確保しようとする意志は生産事
業者だけでなく，大蔵省にも存在した 40）。し
かし，一方でこうした最上級に位置付けられた
酒類だけが「公」によるブランド力を有するこ
とになったことについては，さまざまな観点か
ら検討する必要がある。
最後に，品質の低下を伴う等級区分の変更
は，アルコール度数と原エキス分の相互関係 41）

も勘案しつつ，段階的に行われたことを指摘し
ておく。変更が段階的に実施された背後には，
中央会からの意見をふまえて慎重に変更を進め
た大蔵省の姿勢が垣間見える 42）。すなわち，
最上級酒以外の酒類の品質についても中央会か
らの意見聴取がなされたうえで，等級区分，成
分規格の見直しがおこなわれたのである。大蔵
省は，中央会と密接な関係を有しており，中央
会の意見を重視した。その結果，酒類の品質の
低下の程度とスピードは抑制された。
成分規格による酒類の等級区分の導入は，結
果的に酒類品質の低下をもたらした。しかし，
その評価は，品質を低下させた清酒に高額な酒
税を課した大蔵省の施策であると単純に捉える
のではなく，酒類事業者と大蔵省が品質のあり
方に関する長期的な視点を共有しつつ，直近の
需給を一致させる方策を模索していた事実をふ

まえて，検討する必要があるだろう。

2．経営体制変更の意義
「はじめに」で述べたように，酒類配給統制
機関は，他の配給統制機関にはない，酒税の確
保を目的に有していた。そこで，第 1節でみた
経営体制変更について，その意義を商工省や農
林省が管轄した配給統制機関に対する施策との
違いに着目して，検討してみる。
戦時計画経済の全体的な骨格は，1939年度
の初めまでにほぼ形成され，その後，二度の重
要な修正が加えられたとされる。第 1の修正
は，経済システムの根本的な改革を試みた「経
済新体制」である。第 2の修正は，「経済新体
制」が試みた「利潤動機の排除」と「組織に対
する他律的な指令」の見直しである。見直し
は，1942年後半以降に行われ，中央組織から
各地，各事業所への統制権限を移譲する分権化
も進められた（柴・岡崎 ｢2011｣，p.10）。
大蔵省が指揮した酒類に対する統制施策は，
こうした戦時計画経済の全体的な動きとは真逆
といえるほどに異なる。すなわち，大蔵省は地
方会社の利潤動機を排除しなかっただけでな
く，統制が強化されるなかでも公定価格におけ
る酒類事業者のマージンの確保を通じて，酒類
事業者の自主性を尊重する統制施策を維持し
た。そして，1942年後半以降にこうした施策
の継続が難しくなると，一転して経営体制の変
更にみられるような中央集権的な統制に施策を
転換した。戦時統制経済において商工省や農林
省が進めた統制施策と，大蔵省のそれが異なる
のはなぜだろうか。それは，大蔵省が酒税の確
保を重視していたことにその理由があると考え
られる。
大蔵省は，戦時統制以前から酒税の確保に取
り組んできた。すでに述べた通り，酒税は国家
財政を支える重要な税目であった。そのため，
大蔵省は，酒類事業者，とりわけ納税の義務を
負う生産事業者の動向を注視しつつ，明治初期
から酒税政策を進めてきた。

40） 「大蔵省は税をとる関係上，最初は一級酒，その後
では特級酒というものを設けたりして（中略）一
概に品質を落させなかったものでありますから（後
略）」（大蔵省大臣官房調査企画課［1978］，p.161）。

41） 「成分相互の関係適当なる清酒，即ち割水をなすも
規格に成分の相一致せるものを醸出せしむるに努
力する必要あり」（藤井興次［1942］，p.22）とされ
る。

42） たとえば，級別差等課税導入の 3カ月前に大蔵省
が作成した内部資料「清酒品質別計画生産実施要
綱」が中央会会議文書に残されている（酒造組合
中央会『会議関係綴』）。
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大蔵省は，それまでの酒税政策を前提に統制
を開始した。すなわち，「経済新体制」が標榜
されるなかでも，酒税の確保を図るためには，
酒類事業者の利潤動機や自主性の尊重が採用さ
れる必要があった。しかし，それが難しくなる
と，酒類事業者や酒類産業のあり方は，酒税の
確保の観点から見直されるようになった。「経
済新体制」の「組織に対する他律的な指令」の
見直しにかかわらず，1943年 4月以降に展開
された大蔵省の統制は，商工省や農林省のそれ
とは異なるものであった。

1943年 4月の中央会社の取締役会で，経営
体制の変更を説明した平田敬一郎主税局第二国
税課長は，「生産された酒類を如何にして有効
適切に配給するかが先決問題であって之が定
まって後生産者販売者の事を考えたい」と発言
した。この発言に，大蔵省の考え方がよく表れ
ているといえよう。この「有効適切」は，酒税
の確保に対して有効適切という意味であり，単
に需給調整・適正な配給について述べたもので
はない。酒税の確保が可能な配給体制を確立し
たうえで，そのあとに酒類事業者のことが考え
られる。あるいは，酒税の確保を目的として，
酒類事業者への対応が検討されるとの意図が読
み取れるからである。

Ⅶ　おわりに

酒類配給統制機関の設立過程，組織，機能の
考察により，以下の 4点が明らかになった。
第 1に，酒類配給統制機関の設立は，酒税の

確保という，酒類配給統制に対する大蔵省の方
針の下に進められた。大蔵省は，戦時配給統制
の基本的なあり方とそれまでの酒税政策を踏ま
えて，酒税の確保に資する酒類配給統制機構の
大蔵省案を作成し，その実現に向けて，酒類事
業者と関連省庁に積極的かつ周到に働きかけ
た。
第 2に，大蔵省案の実現には，酒造組合中央
会が従前の生産事業者，卸売業者，小売業者の

関係を重視しつつも，監督官庁である大蔵省の
意向を尊重して，中立の立場を保ったことと，
卸売業者との関係に不満をもつ小売業者が，大
蔵省の進める酒類配給統制では，明確な役割を
与えられることを評価し，大蔵省案を積極的に
支持したことの 2つが寄与した。
第 3に，地方会社において，生産事業者は中
央会社からの割当を個別に調整できるポジショ
ンに就き，配給の都合に合わせて酒類を供出す
る役割を果たした。小売業者は，公定価格での
販売により確保されるマージンと，割り当てら
れた商圏での需要に支えられ，配給と代金の回
収という役割を果たした。
第 4に，高価格帯の酒類配給を前提とする一
部の地方会社の経営が，特配酒の増加により，
支障をきたすことが危惧されると，大蔵省はす
べての地方会社を中央会社の指揮下におき，輸
送費や人件費等の経費を抑制するとともに，地
方会社毎に販売価格を設定して酒類配給統制機
関全体で収支をバランスさせるように，経営体
制の変更を断行した。その結果，酒類配給統制
機関は維持され，需給調整・適正な配給と酒税
の確保を継続して果たすことが可能となった。
それでは，大蔵省のさまざまな施策や調整の
結果，需給調整・適正な配給と酒税の確保を達
成した酒類配給統制は，戦後にどのように引き
継がれたのか。あるいは，その後の酒類産業の
展開にいかなる影響を与えたのだろうか。この
問いに大くくりに答えるならば，酒類配給統制
は戦後も大蔵省の指揮の下に継続され，酒類事
業者の経営を規定したと捉えている。すなわ
ち，戦時期の統制は，戦後の酒類産業の展開に
大きな影響を与えたと考える。
生産事業者の生産数量，原料米割当数量は，

1947年から開始された大蔵省による生産統制
に引き継がれた。1947年以降，戦時期に企業
整備により転廃業者等となった生産事業者の製
造復活が許可される際も生産数量は戦時期に当
該生産事業者の保有していた割当数量に規定さ
れた。
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酒類公団の閉鎖以降も酒類販売業免許が継続
された小売業者は，税務署の監視下に酒類販売
を行う体制が 1989年の規制緩和まで続くこと
になった。
大蔵省は酒税を確保するために 1948年に廃
止された酒類業団体法を 1953年に酒類業組合
法として復活させ，酒類事業者に対する管理体
制を再構築した。
このように，大蔵省の酒税政策の下に戦時期
に実施された生産，価格，流通統制は，戦後も
継続したととらえることができる。これらの詳
細な実証については，今後の課題としたい。
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